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現代資本主義の構造変化は，企業間ないし産業部門間での利潤率の均等化作用の性格を
大きく変化させた， と一般に考えられている。 この変化の理論的分析の予備的作業とし
て，本稿では，特定産業における市場支配力が産業利潤率に及ぽす影響についての実証分
析を，主として産業部門間での利潤率の不等性の程度と各産業部門での集中度との関係を
検討することによって行いたい。その場合本稿では，主として J.s. ベインのアメリカの
製造業についての分析に従いつつ，これを批判的に検討する作業をアメリカにおける最近
の諸研究との比較研究をつうじて行う。
2. 利潤率測定の意義と利潤率の測定法
(1) 利潤率測定の意義
産業組織論的分析においては，市場成果の諸側面の1つとしての配分(allocative)効率
を示す指標は，本来，価格•費用関連性，すなわち長期限界生産費に対する長期販売費用
の関連性である。しかるに，この関連性は，会計上の利潤測定を利用するという視点から
通常，販売高に対する超過利潤率( -R-C-D-i•V ，R=当期の収入'C=当面の契約上R 
の諸費用， D=減価償却費等の前年に生じた諸費用， V=持分， i=持分に対する市場利
子率）によって置き換えられる1)。すなわち各産業が全産業間の理想的資源配分からどの
程度乖離しているか，ということの指標は超過利潤率に求められるのである。
このような理解においては，超過利潤，もしくは純損失のいずれについても，それが持
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続的，長期的，慢性的に存在するとすれば， それは非効率な配分成果を反映するととも
に，所得分配に対して潜在的な影響を及ぼすものでもある，と考えられる。また，そのよ
うに長期にわたる超過利潤は，独占的価格・産出高政策によってのみ生じうるであろう。
ベインは超過利潤の諸タイプ（予想外の利潤，危険報酬，革新報酬，および独占的価格・
産出高政策によるもの）について若干の検討を加えた上で，独占的価格・産出高政策によ
る独占的超過利潤は，厳密に言えば，所得分配をゆがめ，用途間の資源配分のゆがみを反
映する唯一の超過利潤であり，また各産業の長期平均利潤において反映される傾きのある
唯一の超過利潤である，と考える2)。要するに，特定産業での超過利潤の長期間にわたる
存在は，資源配分成果を反映するのであって，そのゆえにこのような超過利洞率は，この
配分成果の実現の程度を示しうる，といえよう。
(2) 利潤率の測定法
ベインは，超過利潤率の定義とその意義について上述のように考えるのであるが，それ
と同時に，実際に利潤率を測定するに際しては，利用可能な統計からヨリ容易に算出しう
る，という理由によ て持分Ir対する超過利澗率（R-C-D-i•V っ V )を用いる3).; もしも
資本の回転率 (V/R)を一定とするならば，持分に対する超過利潤率の大小は先に定義さ
れたような超過利澗率(R-C-D-i•V R ）の大小をそのまま反映するはずである。しかし
もしも資本の回転率が有意に異なるならば，持分に対する超過利潤率は売上高に対する超
過利潤率，もしくは価格一平均費用関連性の正確な指標ではなくなる。しかるに，ペイン
は集中と利潤率（産業グループ平均）の相関について，資本利澗率を用いる場合と売上高
利澗率を用いる場合では異なった結果が生じるか否かの試算を行ない，両者の調査結果に
は有意差がない，という4)。
かくして，ベインは，利潤率＝所得税引後の年間純利潤期首の純資産 といった会計上の利澗率を S.
E. C. の報告にもとづいて算出している。しかしこの場合にも，純利潤に含まれる項目が
何か，という問題を指摘しえよう。減価償却（減耗償却についてもいえる）として計上さ
れている部分をすべて費用とみなしうるのか，役員報酬をすべて費用とみなしうるのか，
といった問題点がでてくるが， ベインはこの2つの問題についての検討を行なっていな
い。ただし彼は，．資本利得をどのように扱うか，という問題5)については，有価証券投資
から生ずる収益が営業収益の算出を困難にすることを指摘している。
さらにベインの用いた利潤デークは，彼も指摘するように，次のような限定が付される
べきであろう。すなわち，まず第1に利澗データにおいてなされている産業分類の正確さ
を評価するには，企業毎のデータが必要であり6), そのために各産業内の企業サンプルが
76 
アメリカ合衆国における利潤率の実証的研究（安喜） 7 87 
小さくなる。第2に， S.E.C.報告の出所である会計上の利潤計算がもつ諸問題点を指摘
しうる。すなわち， S.E.C.報告の会計年度から暦年への移行，連結計算書の扱い，各企
業での利潤計算方法の相違といった諸問題りである。第3は，価格水準の変化が各企業，
もしくは各産業の会計上の利潤率に異なった効果を及ぽすかもしれない，ということであ
る（ベインは，平均すればこの効果が各企業グループ，各産業グループにとって同一であ
ると仮定する）。
1)販売高に対する超過利潤率と長期平均費用に対する販売価格の比率との関係は，
平均費用 R-C-D-i•V 
平均価格
-1 R 
で表わされる。 J.S. Bain, Industrial Or ganzzatzon, 
2nd ed., 1968 (以下，文献1とする）， p.380. 
2) Ibid., p. 401. ・ 
3) N. R. コリンズと L.E.プレストンは，理論的予測と密接な関係をもつ指標として
粗利潤マージンを用いているが，この指標は多数の産業・サンプルに対して 4桁産業分
類で計測しうる。ただし，彼らにおいては粗利潤マージンは，
付加価値ー（給与総額＋他の直接費用）として計測される。 N. R. Collins and L. E. 
Preston, Concentration and Price-Cost Margins in Manufacturing Industries, 
1968. 
他方， H.J.シャーマンは，資産規模と利洞率との相関関係の分析に際して，次の
ような問題意識に沿って，むしろ資本利潤率を積極的に用いている。すなわち，投資
家が企業にヨリ多くの資本を投入しようとする誘引，および再投資に利用しうる内部
利潤， という 2つの側面に着目し，この究明のためには追加投資に対するる期待収益
を検討する方がヨリ適当である，と考える。このような視点に立った上で，彼は，利
潤率の分母に資産を用いるか， 持分を用いるか， 売上高を用いるかは研究目的によ
る，として，種々の投資が異なった率で回転するため，短期の投資決定に際しては，
決定的な指標になるのは， 売上高に対する利洞マージンであるかもしれない， とい
加なお，彼の場合も産業集中度と超過利潤率の相関関係の分析に際しては，売上高
に対する利洞マージンの使用が適当である， としている。 H.J. Sherman, Profits 
in the U. S. ; An Introduction to a Study of Economic Concentration and 
Business Cycles, 1968, pp. 23-24. 
4) J. S. Bain "Relation of Profit Rate to Industry Concentration ; American 
Manufacturing, 1936-1940", Quarterly Journal of Economics, Aug., 1951 
（以下，文献2とする）， p.297. 
5) H. J. Sherman, op. cit., p. 50. および J.S. Bain, op. cit., p. 303. 
6) J. S. Bain, op. cit., p. 305. 
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7)さらに，シャーマンがいうように，会計報告の不正もしくは不提出といった問題も
考えうる。 H.J. Sherman, op. cit., p. 31. 
3. 集中度と利潤率の関連性 一→反説とその条件―
ベインは，市場構造が市場成果に対してもつ関係1)を検討するに際して，市場構造のう
ちとくに，集中度と参入条件に着目している。すなわち，彼は，長期価格・費用マージン
の大きさ，ないしは利洞率が市場構造の2側面（産業内の売手集中度とその産業への参入
条件）によって決定される，あるいは強い影響を受ける，という仮説を実証分析をつうじ
て再検討しているのである。本稿では以下，集中度（売手集中度）と利澗率の関連性に視
点を限定してベインの研究をフォローしたい。
ベインは，集中度と利澗率についての1つの仮説，すなわち「長期的趨勢としては，高
集中産業は高利澗（独占的超過利潤）とむすびついており，低集中は低利澗とむすびつい
ているが，この利潤の相違は，平均費用に対する価格の超過の相違を反映しており，独占
的産出高制限の程度の相違に対応している2)」という仮説を設定し，これを実証データに
よって検証することを課題とする。しかるに，この仮説が成立するためには3つの条件が
満たされる必要がある3). と彼はいう。この条件を列記すると，まず第1に，価格の需要
弾力性が集中度の低下につれて非弾力的にならない4), 第2に，参入障壁が高集中産業で
ヨリ低いということにならない， 第3に V/R(資本の回転率の逆数）が高集中産業で累
積的に大きくならない5), ということである。
このうち第2の条件については，ベインは， BarrierstlJ New Competitionにおいて独
自の研究を行っている。また第3の条件については「概して V/Rが高集中産業でヨリ大
きくなる傾向」を認め，集中と利潤率の相関についてのテスト結果を説明する際に適当な
修正をほどこす必要がある，と考える。しかし，資本回転率がこの関連性に決定的な影響
を及ぽすとは彼が考えていないことは先にみたとうりである。
1)産業組織論にもとづく研究は，いうまでもなく，市場構造ー一廿藷易行動て一＿市場成
果の関連性についての理論的分析を主軸としている。しかるに市揚構造一~市場行動，
および市場行動—市場成果の関連性については，その実証分析は不可能に近く，従
来の体系的な実証分析はすべて市場構造—市場成果の関連性にかんするものであ
る。ところで，市場構造一~市場成果の関連性についての実証は，公的規制政策の設
定に導くための情報をも与える。すなわち，市場構造と市場成果の関連性の性格の認
識は，現存の市場構造にどの種の改良を加えれば良好な市場成果を獲得しうるのか，
ということについての情報となりうるのである。 J.S. Bain, (文献 1)pp. 431-2. 
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2) Ibid., pp. 438-9. 
3) Ibid,, pp. 439-440. H. M. マンもベインと同様の趣旨の仮説を設定している。す
なわち，高集中産業は「長期的には，機会費用（正常ないし競争的な収益率）以上の
投贅収益率を稼ぐかもしれない (may)」という。その場合この "may"は，売手集
中度が超過利潤と独占的産出高制限を惹き起すための「必要条件」ではあっても「十
分条件」ではないことを示す。 H. M. Mann, "Seller Concentration, Barriers to 
Entry, and Rates of Return in Thirty Industries, 1950-1960", The Review 
of Economics and Statistics,-Aug., 1966. p. 296. 
4)コリンズとプレストンは「適当な分類基準によって産業需要の弾力性を数址的に推
定することは不可能である」としつつも，彼が考察対象としている高マージン産業(26
産業）のうち約半数のものについて需要が極度に非弾力的である根拠はない，という。
N. R. Collins and L. E. Preston, op. cit., pp. 101-2. 
5)コリンズとプレストンは，この他の条件として，個々の産業の需要の変化や技術進
歩，制度上の環境の相違といった諸問題，独占的費用もしくは「支出選好」の存在の
可能性の問題，非占企業の諸目標（集中度が利潤極大化の目標に及ぼす影響の問題な
どをあげている。 Ibid.,pp. 14~17. また，マンは，先にあげた「十分条件」として
参入条件以外に，例えば価格と参出高にかんする協調の問題を指摘している。 H.M.
Mann, op. cit., p. 296. しかるに，ここに列記された諸条件はすべて，経済・技術
• 制度の長期的な変動の視点での条件， もしくは行動上の基準による条件であって，
直接的には，ベインの論旨に変更を求めるものではない。
4. 集中度と利潤率の関連性 —その実証—
(1) 仮説の性格
ところで，ベインは，実証データによるこの仮説の検証に先立って，仮説のもつ性格に
ついて5点にわたって特に注意を喚起している1)。その 1つは，仮説が種々のタイプの集
中（高位，中位，および低位の売手集中）を量的に示していない，ということであり，そ
のため，各タイプの集中度がどのような量的集中度に対応するのか，を明らかにする必要
がある。第2は，仮説が量的集中度と利潤率との連続的な関連性 (continuousrelation-
ship)を予想しているわけではなく，非連続的な関連性 (discontinuousrelationship) 
の可能性をも想定している，ということである。第3に，仮説がもしも連続的な関連性を
想定するとしても，この関連性は直線的な形しか想定しえないのではなく，曲線的な回帰
線によっても記述しうる。第4には，仮説は長期の趨勢にかんするものである。第5は，
仮説が理論上の産業にかんするものである，ということである。
仮説の性格にかんするこのような注意は，彼の実証データとその説明を評価する上で不
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可欠の重要性をもつと考えられる。したがってこの仮説の性格との関連において，以下，
集中度と利潤率の関連性についてのベインの実証結果を検討したい。なおベインは，理論
上の産業について売手集中度を測定しえないようなセンサス産業をすべて調査対象から削
除し，かつ，その残余部分のうち十分な利潤データが利用可能なセンサス産業のみを抽出
した。したがって，調査結果は，わずか42の製造業にかんするものになった2)。彼は，こ
の42製造業について，上位8企業の売手集中3) (1935年）と持分に対する年間平均の産業
利潤率 (1936年ー1940年）との関連性を調べている。•
(2) 集中度と利澗率の関連性は連続的か非連続的か
さて，仮説の5つの性格のうちはじめの3つは，互いにかたく結びついているので，ま
ず，第1'第2,第3の性格との関連でベインの調査結果とその説明を検討する。
彼によれば， 42製造業での調査結果は，連続的な関連性については直線を当てはめる方
法でも曲線を当てはめる方法でも強い相関はない4)。しかしながら，連続的な関連性が無
視しうるほどのものであるということは，異った集中クラスの産業の平均利潤率に有意差
がある，との仮説を否定するものではない。したがって，仮説の第2の性格が示すように
連続的な関連性とは別に，非連続的な関連性があるかどうかを検討する必要がある。また
仮説の第1の性格は，集中の種々のタイプに対応する量的集中度の明示を求めるが，この
ためにも非連続的な関連性の吟味が必要となる。この非連続的な関連性は，集中度70%水
8 準を境目として検討されるが，その結果は集中度70%以上の21産業では平均利潤率が11.
鍬集中度70%以下の21産業では平均利潤率が7.8%5)となり，集中と利潤率の間に強い
関係があることを確認しうる。しかるに，集中度70%以上および集中度70%以下の各グル
ープの内部では，利潤率と集中の間に有意な関係はなかった6)。
以上の調査結果からベインは次の2つの推論を導き出している7)。(1)利潤率と売手集中
度の有意な関連性は，観察値としての高い超過利潤が予想外の利潤や革新報酬ではなく，
独占的超過利潤である，ということを示唆する。 (2)集中度70形水準の上下で利潤率に有意
差がある一方， 70彩水準以上と70彩水準以下のそれぞれのグループの内部では利潤率が集
中度とあまり関係をもたない，ということは「2種類の寡占が実在するかもしれない」 8)
ことを示唆する。すなわち，「2種類の寡占」とは，その1つは，十分に集中的であって，
共同利潤極大化価格政策が成功するのを常とし，そのためかなりの超過利潤を生ずるよう
な寡占であり，もう 1つは，十分に非集中的であって，独立的敵対的な動機が共同利潤極
大化の動機に打ちかつか，もしくはそれを大いにほりくずし，多かれ少なかれ競争的な価
格政策に導き，そのため利潤が競争的水準をあまり超過しないような寡占である。
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， このように，集中と利潤率の非連続的な関連性の検出は，ベインにおいては，寡占を量
的集中度によって類型化するうえできわめて重要な意義をもっている。しかしながら，ベ
インの研究は先にみたようにサンプルが少なく，その調査結果をそのまま妥当なものとし
て受け入れるわけにはいかない。連続的な関連性および非連続的な関連性の実証について
は，最近の研究において，諸論点が提示されており， したがって実証上の問題点を明らか
にするためには，これらの研究を簡単に検討することが必要であろう。
シャー マンは， 2桁産業分類（センサス産業の加重平均によってこれの集中度を求め
る）が I.R. s. (利潤データの出所）の20産業グループと一致することに着目し，この20産
業グループにかんする1954年のデータについて，持分に対する利潤率と上位8企業の集中
度との関連性を調べている。それによると，パラメトリック・テストでは，集中度509る以
上の10産業グループの平均利潤率は20形，集中度509ぶ以下の10産業グ）レープの平均利潤率
は12.8%であって，両平均値の間には 1形水準で有意差がある。しかしながら，直線を当
てはめる方法での相関の検定はそれほどの有意性を示しておらず，回帰係数は551る水準で
有意になる，という。要するに，或る集中水準の上下で利潤率に顕著な分岐がみられる
が，集中産業グループおよび非集中産業グループのそれぞれの内部では，規模が大きくな
るにつれての利潤率の上昇は，あまり急でもないし，また持続的でもない，ということに
なる9)。この結論は，ベインの場合と一致する，といえよう。
これに対して，コリンズとプレストンは，集中度と価格費用マージンの間に連続関数と
しての相関があり，集中度50%と70%のいずれの場合にも，その上下の産業のマージンが
1%水準で有意差をもつことを確認している。しかしながら，彼らはとくに低マージン，
低集中の産業（織物と服飾）の相対的ウエイトに着目して，不連続的な関連性は，諸産業
間に連続的な関連性が検出しうるということの他に，いくつかの産業が低集中・低マージ
ン部分に集まっていることによっても生じうる，との指摘を行なっている。この指摘にも
とづいて，彼らは，集中度と価格一費用マージンの関係を不連続的なものとしてよりも，
むしろ連続的なものとして考察した方がよい，と考える10)。
このようにコリンズとプレストンは連続関数として相関を調ぺる方が有効であると考え
るのであるが，この考え方は，不連続的な関連性を見出しえても，連続的な関連性がある
とは必ずしもいえないが，連続的な関連性がある場合には，二分法のテストでは高集中産
業と低集中産業の平均マージンに有意差が出てくるのであって，連続的な関連性が検出さ
れれば二分法のテストを行なう必要はない，という見地に立つものであろう。しかしなが
ら，すでにみたようにベインにしても，シャーマンにしても，彼らが問題にしているのは
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連続的な関連性があるとしてもそれが不連続的なものほどには強くないということ，およ
び一定の集中度を基準にしてその上下にみられる利澗率の有意差が集中度の高低による寡
占産業の類型化（高集中寡占と低集中寡占）を可能にするということなのであって，たん
に「連続的な関連性がみられる」ということが問題なのではない。
さらに， L.W.ワイスも1950年代について，集中と利潤の関係を示す回帰係数が196水
準で0と有意差があり，また重相関係数も 1形水準で有意であることを確認している11)。
しかし，この検証もコリンズとプレストンのそれと同様，たんに連続的な関連性の存在を
指摘しているにすぎないのであって，高集中寡占と低集中寡占への産業の類型化に役立つ
基準を提示しうるものではない。
また， G.J. ステイグラーは集中産業と非集中産業への分類を行ない，両産業の平均利
潤率に有意差があるかどうかを調べている12)。 この研究についても， その批判ととも
に，一言しておく必要があるだろう。ステイグラーの分類によると，全国市場をもち4企．． 
業集中度が60形以上の産業は集中産業に，全国市場をもち4企業集中度50%以下，もしく. .. .. . . . .
は地域市場をもち4企業集中度20%以下の産業は非集中産業に，その他の産業は不明確な． 
産業に分類される。このような分類にもとづいて調べると，高集中産業と非集中産業の平
均利潤率には， 5彩水準 (1951年ー1954年）， もしくは2形水準 (1955年ー1957年）で有
意差がある，という。しかるに，彼によれば，このような結果がみられるのは，非集中産
業では産業売上高の大部分が小企業に負っており，しかも利潤率が小企業でヨリ低いため
'である。しかし，小企業においては役員報酬が過大に評価されているため超過役員報酬を
利潤として加算すべきであり，この修正を加えると上述の有意差はなくなる，という。
このようなステイグラーの見解については，いろんな角度からの批判がある。ベインは
ステイグラーがセンサス産業とその集中度をすぺて無批判に受け入れており， しかも集中
産業と非集中産業への分類が恣意的である（分類基準についてステイグラーは何ら論述
していない），との2点を指摘している13)。また，ステイグラーの説明では集中産業と非
集中産業で利潤率に有意差がないのは高集中産業の資産額がヨリ高いためであるが，コリ
ンズとプレストンによれば，高集中産業の収益率はその内部で大きな偏差があり，この説
明には疑問がある14), という。 しかしながら，このような欠点は，集中産業と非集中産
業の間に利潤率の有意差がない，とのステイグラーの結論の真謬性を問うに際して決定的
な意義をもつものである，とはいえないだろう。むしろステイグラーの結論において問題
となるのは， シャーマンが指摘している15)ょうに， 彼が大企業と小企業の利洞率の差の
すべてが小企業の超過役員報酬によって説明される，ということを仮定として設定しつつ
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この仮定を証明なしに結論とおきかえている，ことにある。しかし，ステイグラーの不十
分な実証においても，超過役員報酬の修正を加える以前においては，集中産業と非集中産
業の間で利潤率に有意差がある，ということは注目すべきであろう。
(3) 長期性の問題
ベインが彼の仮説の第4の性格として指摘しているのは，その仮説が長期の趨勢にかん
するものである，ということである。超過利潤は長期にわたって見出される場合にのみ，
それを予想外の利潤とか革新報酬としてでなく，独占的超過利潤としてみなしうるのであ
る。ベインはこの視点からして，対象を特定の年次にかぎることなく， 1936年ー1940年と
比較的長期間にわたって検討している。ベインと同じ手法で集中度と利潤率の相関を調べ
た研究としては，同じくベインの Barriersto New Competitionが1947年ー1951年を対
象としており，またマンは1950年ー1960年について検討しており，そのいずれの研究も集
中度70%の上下で利潤率に有意差を見出している。また分析手法は異なるが，ワイスの研
究は1949年ー1958年の期間をカバーしている。•
ところで，この4つの研究は，ベインの1947年ー1951年についての研究が戦後初期のイ
ンフレ期であることをのぞくと，いずれも概して好況期であり，景気循環の全局面にはわ
たっていない。このことは，シャーマンがいうように，利澗率と規模の相関に影響を及ぽ
すであろう 16)。
シャーマンは，最気循環の転換点に対する利潤率循環の先行ないし遅行が集中度の大小
によって惹き起こされると考えうるか否か，という問題について利潤マージン．の4半期デ
ータを用いて検討している17)。その結果は，順位相関およびパラメトリック・テストの
いずれについても集中度と先行性との統計的に有意な負の相関を1形水準で認めている。
また彼は， 同じく 4半期利潤マージン・データを用いて，利潤率循環の振幅を調べてい
る18)。その場合， 彼は特殊循環に対応する循環的振幅（ミッチェルとバーンズの定義に
よる）を用いているが，利潤率の変動が循環に非常に敏感な乗用車産業を除けば，この結
果もまた順位相関においても，パラメトリック・テストにおいても，集中度と利潤率循環
の振幅との間には 1彩水準で有意な負の相関がある，ということになる。
このようなシャーマンの研究は，産業利潤率が景気循環の諸局面において集中度の相違
に応じて異なった変動の仕方をするということを示す。したがって，ベインのいう長期性
は，景気循環の全局面にわたるほどの長期の期間でなければならない，と考えられる。そ
のように長期にわたる検討は， データの収集が困難であるため，今のところ見出しえな
ぃ。
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(4) 産業の定義とサンプルの大きさ
「理論上の産業」とは，ベインによれば，買手のすぺて（あるいはその殆んど）にとっ
て互いに密接な代替物であり，しかもその産業に含まれない他のすべての生産物に対して
は代替性が乏しいような，生産物の1グループである。また「理論上の産業」は，派生的
には企業のグループであるとしても，元来は生産物のグループである，とされる。すなわ
ち，特定の企業が或る産業に含まれうるのは，その企業が代替性の強!ヽ特定の生産物を供
給する程度に応じてである，ということになる19)。
ベインにおいては，この「理論上の産業」をできる限り厳格に適用しようとする意図を
もって，サンプルとなる産業を選択している。このようなサンプルを抽出するにはまず企
業毎のデータが必要であり，そのために彼は利潤データをS.E.C.のSurveyof American 
Listed Corporationsに依存している20)。したがって， S.E.C.の利潤データが利用しえ
ない産業については実証が不可能となる。彼はつぎに，センサス産業のうちから「理論上
の産業」に一致しないものを削除する。かくして，彼の分析対象は， 先にみたように，
340センサス産業中の42産業に限られる。
「理論上の産業」を指向するこのようなペインの分析は，まず第1に「密接な代替性」
の基準となる需要の交差弾力性を調べることが困難である，という難点をもつのであるが
それだけでなく，第2に，抽出されたサンプルが過小である，という難点をもつ。このサ
ンプルの過小という難点は，ベイン自身においても意識されており，彼は，このサンプル
にもとづく調査結果によって何らかの結論を下しうるわけではなく，それがあくまでも試
論にすぎないことを強調している21)。 しかし， シャーマンがいうように，ベインのサン
プルが過小で，しかもその大部分が大規模な成功企業からなっている （サンプル企業335
中，純資産100万ドル以下はわずか51企業であり， しかもサンプル中欠損企業はほんのわ
ずかでしかないZZ)) という事実は，ベインの試論に対する重要な留保条件となりえよう。
ベインの手法は，従来の研究が2桁産業分類もしくは4桁分類のセンサス産業分類を無
条件に受容していたことに対する反省としてとられたのであるが23), その結果はサンプ
）レの過小・偏りという欠点をもたらすにいたった。それでは，他の諸研究は，この両面の
欠点をどのように克服しようとしているのか。
ワイスとシャーマンは， 2桁産業分類によって，利潤率と集中度の関連性を調べている
が，そこでの集中度は， 4桁分類のセンサス産業についての集中度を加重平均して求めら
れる。その場合，ワイスは，ベイン等の研究が気障りな産業をサンプルから除外すること
で，市場（したがってまた産業）の定義を修正するという問題を避けてきたけれども，そ
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のような大規模な除外は，集中度と利潤率の関係の全体像をゆがめるものである，という
ことを指摘し，センサス集中度に可能な修正を加えることでこの問題に妥当な解決を与え
ようとしている。すなわち，彼は，センサス産業の定義があまりに広い産業については，
5桁分類の集中度の加重平均を用いて修正し (59産業について修正）， センサス産業の定
義があまりに狭い産業は，ケイゼンとターナーが示唆した方法に従って， 51産業を21産業
に結合している。また，地方もしくは地域市場については，それぞれに一定数を掛け合わ
すことによってその集中度を求めている24)。
しかるに，このような修正はベインにおいても集中度の測定に際しては或る程度なされ
ている25)のであって， 問題はむしろ， センサス産業集中度にこのような修正を加えたと
しても，それが利潤率測定の可能な産業分類に対応しうるのか否か，とくにワイスが行な
っているような2桁分類の産業グループについての分析が意味のある結果を導き出しうる
のか否か，というところにでてくるであろう。
また，コリンズとプレストンは，利用可能なデータのある4桁分類のセンサス産業を15
以上含む2桁分類の産業グループを選別し，それに詳細な分析を加える，といった手法を
とっている。この場合にも，産業分類の基礎は4桁分類のセンサス産業にあるのだが，こ
の点について彼らは，実際問題としては主として S.I. C. に基づくグルービングを用いる
他ない，との考え方を表明している26)。ただし，彼らは，市場の地域性については，従
来の全国市場，地域市場，地方市場といった，二分法ないし三分法ではなく，全国市場と
地方市場の両極の間の変化を認めた連続的指標を作成している。すなわち，その指標は，
4つのセンサス地域（北東部，北中部，南部，西部）について人口のパーセントと出荷額
のパーセントの差を求め，これをもって地理的分散の指標としている。その結果は，地理
的分散の指標が低い産業（地城産業）では集中とマージン9の関連性が相対的に弱く，地理
的分散の指標が高い産業（全国市場をもつ産業）では相対的に強い関連性がみられる27)。
なお， フックスは， 市場の地域性を1954年の散布係数 (coefficientof scatter)によっ
て求めているが，これは付加価値の7596をしめるのに必要な最少の州の数である28)。
以上，要するに上述の諸研究は， 「理論上の産業」に一致する産業の抽出，およびサン
プルの過小・偏りという両面の難点を同時に克服することは至難である，ということを示
す。しかるに， この困難さは実は，各産業間の境界が確定的でない（需要の交差弾力性が
測定困難であるのみでなく，流動的でもある）ということ，および最も望ましい利潤デー
タでさえも企業単位でしか与えられず（それも殆んど望みえない）， 企業が多角化してい
る場合には産業毎の利潤データは入手不可能であるという•ことに起因すると考えられる。
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したがって，ベインのごとく「理論上の産業」に一致する産業のみを抽出して利潤率と集
、中度の関連性を調べる方法は，それだけでは意味のある結果をえることはできない，と思
われる。
ところで，コリンズとプレストンは， 2桁分類の産業グループによる分析においては，
3桁分類によるよりも，ヨリ強い相関がみられる，ということを指摘し，次のようにその
理由を説明している。産業間の利潤率を均等化するのに必要な競争上の調整は，産業グル
ープ間でよりも，産業グループ内での方がずっと容易に行なわれる傾向がある。とくに資
源と生産物が強い代替可能性をもつ産業で構成される産業グループでは，その傾向がヨリ
大きくなる。したがって，非集中産業が支配的な産業グ）レープでは少数の集中産業の潜在
的独占利潤は浸蝕されるかもしれない。しかるに，集中産業からなる産業グループでは，
この浸蝕過程は，それほどには起らないかもしれない29)。
このコリンズとプレストンの説明もまた，利澗率と集中度の関連性を実証するに際して
は，各産業内と各産業間での代替性の程度について慎重な考慮が必要であることを示すも
のであろう。
1) J. S. Bain, op. cit., pp. 440-443. 
2)ベインはこの42製造業をサンプルとして抽出する場合，その母集団として Census
of Manufacturesの340産業を用いている。 340産業から42産業への抽出のプロセス
は， J.S. Bain, (文献2)pp. 302-4 .を参照。
3)ベインによれば，上位8企業の集中度を用いた測定結果は，上位4企業集中度によ
る結果と何らの統計的有意差を示さない。 Ibid.,p. 311. 
4)ベインの計測によると，単純相関係数は0.28である。 J.S. Bain, (文献1)p. 446. 
これはコリンズとプレストンによれば， 10%水準で有意である。 N. R. Collins and 
L. E. Preston, op. cit., p. 23. 
5)ベインが計測した70%上とそれ以下の平均利潤率には， 2%水準で有意差がある，
という。 N.R. Collins and L. E. Preston, op. cit., p. 23. 
ベインによれば，集中度70%以上の産業は，アスファルト・フェルト床被覆材，紙
巻タバコ，タイプライター，チューインガム， トウモロコシシロップ・砂糖・油，自
動車，タイヤ・チュープ，、レーヨン，農具，石背製品，プリキ缶，写真機，刻みタバ
コ，車両。線路，アルミニウム製品，石けん，ペン・万年筆，亜鉛粋錬，洗濯機，航
空機，蒸溜酒の21産業であり，集中度70%以下の産業は，屋根ふき材料，カーペット
• じゅうたん，製鋼・圧延，精肉，鋼管，石油精製，電線，調味料エッキス，葉巻夕
バコ，金属製ドアとシャッター，印刷機，セメント，製粉，皮革，ネジ機製品，製靴，
果物・野菜缶詰， レーヨン製造業， 紙製品， 菓子類， 建築用材木の21産業である。
J. S. Bain, (文献2)p. 312. 
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なお，ベインは（文献1)では集中度70%以下の産業の平均利潤率を 7.8%として
いる。 (p.446)また（文献2)では集中度70%以上が22産業， 集中度70%以下が20
産業になっており，平均利潤率はそれぞれ:1.2.1%,6.9%になっている。 (p.314) し
かしながら，これらの数値はいずれも計算上の誤りを含んでいると思われる。
6) J. S. Bain, (文献1)p. 446. 
7) Ibid., p. 448. 
8) Ibid., p. 448. 
9) H. J. Sherman, op. cit., pp. 85-8. シャーマンはさらに，平均超過利潤率（税引
後超過利澗／売上高）と集中度の相関についてパラメトリック・テストを行ってい
る。それによると集中度50%以上の10産業グループの平均超過利潤率は 2.7%, 集中
度50%以下の10産業グループの平均超過利潤率は 1.2%で， 両者の間には 1%で有意
差がある。また，前者の10産業グループの超過利潤率は 0と有意差があるのに対して
後者のそれは 0と有意差がないのであって， したがって，非集中産業グループでは長
期価格が平均フルコストに等しくなる。 Ibid.,pp. 98-100. 
10) N. R. Collins and L. E. Preston, op. cit., pp. 103-6. 
11) L. W. Weiss, "Average Concentration Ratios and Industrial Performance," 
Journal of Industrial Economics, July, 1963, p. 249; 
12) G. J. Stigler, Capital and Rates of Return in Manufacturing Industries, 
1963, pp. 59, 61, 67-8, 211. なお，ステイグラーは， "ATheory of Oligopoly," 
Journal of Political Economy, Feb., 1964. においては，順位相関係数による計測
をも行っている。
13) J. S. Bain, op. cit., p. 451. 
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19) J. S. Bain, op. cit., pp. 124-5. および（文献2)p. 298. 
20) J. S. Bain, (文献2)p. 305. 
21) Ibid., p. 313. 
22) H.J. Sherman, op. cit. p. 73. ベインは，このようなサンプルの偏りを認めた上
で，大企業の方向へのサンプルの偏りは，小企業が大企業と異なった収益を得る限り
で，また非集中産業の産出高の比較的大きな部分が小企業によって供給される限り
で，彼の調査結果にゆがみを生じうる， ということを指摘している。しかるに，彼は
純資産50万ドル以上の企業については，利潤に対する企業規模の統計的に有意な関係
はなく，また純資産50万ドル以下の小企業は，低集中製造業においても，常通，産出
高の大部分をしめることはない， という。 J.S. Bain, op. cit., p. 317 and 320-1. 
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しかし，企業規模と利澗率の相関の実証においても，シャーマンによれば，ベインは
サンプ,i;.の過小・偏りという制約からまぬがれえていない。
23) J. S. Bain, (文献1)p. 452. 
24) L. W. Weiss, op. cit., pp. 239-241. 
25) J. S. Bain, op. cit., pp.126-133 and 135. 
26) N. R. Collins and L. E. Preston, op. cit., pp. 11-2. 
27) Ibid., pp. 75-6 and 100. 
28) V. R. Fuchs, "Integration, Concentration, and Profits in Manufacturing 
Industries," Quarterly Journal of Economics, May, 1961, p. 286. 
29) N. R. Collins and L. E. Preston, op. cit., pp. 111-2. 彼らは，その他に，革新
利澗の浸蝕，外国からの競争，データ処理上の効果などについても検討している。
5. 企業規模および財の耐久性の及ぽす影響
集中度と利潤率の関連性は，企業の規模や個別産業の諸性格（たとえば，財の耐久性）
などの諸要因によってどのような影響を受けるであろうか。ここでは，企業規模，および
財の耐久性が及ぽす影響について，ベインとシャーマンの調査結果を提示する。
利澗率と集中の関係は，小企業間でよりも大企業間での方がヨリ明らかである，とベイ
ンはいう。彼は，サンプルとして選択した333企業を純資産額500万ドル以上とそれ以下の
2つに分け，そのそれぞれについて上位8企業集中度70%の上下で利潤率にどの程度の差
が生ずるかを調べている。 その結果は， 純資産額500万ドル以上の企業群については集中
度と利潤率にかなりの程度の関連性があるが，純資産額500万ドル以下ではそうではな
い，ということである1)。したがって，この結果からして，小企業は産業集中とそれほど
の関係をもたないのに対して，大企業の利潤率は一般に産業集中の影響を受ける傾向があ
るといえよう。このベインの調査結果は，シャーマンの2桁分類産業グループの調査によ
っても確認されている2)。
なお，ベインは，小企業の利澗率が産業集中とさほどの相関を示さないことを説明して
大企業が小企業に対して生産物差別化，絶対費用上の利益，規模の効率性から生まれる産
業内利益において優越している3), と述べている。
耐久財産業グループと非耐久財産業グループのそれぞれでの産業集中と利潤率との関連
性については，シャーマンの調査がある。彼はまず，利洞率および集中度が耐久財を生産
する産業グループにおいてヨリ高くなる，ということを指摘した上で，耐久財産業グルー
プと非耐久財産業グループのそれぞれでの集中度と利潤率の相関関係を調ぺている。その
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結果は，耐久財産業グ）レープと非耐久財産業グループのいずれにおいても，集中度50形の
上下で利潤率に統計上の有意差がある4), ということである。
1) J. S. Bain, (文献2)pp. 319-320. この関係の統計的有意性は検定されていな
vヽ
゜2) H.J. Sherman, op. cit., pp. 93-4. 
3)).S. Bain, (文献1)p. 447. 
4) H. J. Sherman, op. cit., p. 91. 
6. むすび
本稿は，産業集中との関係で産業部門間の利潤率の不等性の程度を実証的に検討するこ
とを課題とした。それも，この問題についての最近のアメリカの研究を素材とした覚書で
しかない。各産業部門内の平均利潤率は，産業集中の他にも，参入条件などの市場構造上
の諸特徴の影響を受ける，ということはいうまでもないのであるが，このような点は本稿
の考察の外にある。さらに・企業間の利潤率の不等性といった現象に影響を及ぼす諸要因に
ついても今後検討していく必要があろう。
本稿では，集中度と利潤率の関連性にかんするベインの仮説から派生する実証上の諸問
題を中心に検討してきたが，最後にその過程で出てきた主要な問題を次の2点に集約して
指摘しておく。第1の問題は，一定の集中度の上下で利潤率に有意差があるということか
ら，集中度によって寡占を類型化しようとするベインの試みにある。このベインの試みは
寡占産業の研究において，たんに線を当てはめる方法によって相関の程度を調べる研究に
対して幾多の利点をもつと考えられるが，それとともに彼とは異なった産業分類にもとづ
く諸研究においても，二分法をとる場合には彼とほぼ同一の調査結果が導き出されている
• ことが注目される。第2に，ベインのように「理論上の産業」に対応するセンサス産業の
みを抽出して産業集中と利潤率の関連性を調べようとする手法のもつ難点を指摘しうる。
このような手法ではサンプルの大きさに制約が生じるため，せっかく得られた調査結果も
試論以上のものを提供しえないであろ'つ。したがって，彼の研究は，.2桁産業分類もしく
は4桁産業分類にもとづく諸研究と合わせて考案される必要があるといえよう。
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